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The Tasks in Support of the use of Assistive Devices under 
the Welfare for Persons with Disabilities System for 





































































































































































































































































































































No.1 1996．５  右短下肢装具支柱付（ＰＰＴ） 直接判定有
No.2 1997．10 両短下肢装具（靴型） 直接判定有
No.3 1998．５  右短下肢装具支柱（室内用） 直接 ･文書判定無
No.4 2000．５ 両短下肢装具（Ａ－６） 直接 ･文書判定無



















































処を施した。数週間装着後に、左足 指内側に痛みが発生。ボランティアの PT は立脚
時に、左足 指の内側に体重がかかることが痛みの原因と判断。




























































































成 22 年３月 31 日）と「支給」という用語を使っているが本論では「支給」に統一する。
４）本論では「補装具の種目、受託報酬の額等に関する基準の改正について、別紙「補装具給
付事務取扱要領」平成２年３月 22 日、社更第 102 号厚生省社会局通知、第 73 号改正」と
平成 22 年３月 31 日障発第 0331029 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長「補装具費
支給事務取扱指針について」について、前者を「補装具給付事務取扱要領」、後者を ｢ 補
装具費支給事務取扱指針」称する。
５）平成 20 年版障害者白書によれば 18 歳以上の身体障害者 356 万 4 人中 348 万 3 千人が在宅
生活をしている。
６）厚生労働省平成 18 年身体障害児・者実態調査結果によれば 65 歳以上の身体障害者は 221
万 1 千人で 63．５％にあたる。
７）川村次郎・竹内孝仁編（1992）『義肢装具学』医学書院、199 － 200 頁
８）江口寿栄夫（1979）「脳性麻痺の補装具についてーアンケート調査より」『リハビリテーショ
ン医学』第 16 巻第４号 240-241 頁
９）上田敏（1982）「リハビリテーションにおける義肢、装具、補助具の位置づけ」『障害者問
題研究』第 28 号３‐５頁、上田は ICIDH の障害構造を適用し能力障害への基本的アプロー
チと位置づけているが、機能障害との関係があることも示唆している。








ン医学』第 12 巻第４号 262-263 頁、黒田大次郎（1982）「補装具・日常生活用具給付制度
をめぐる諸問題」『障害者問題研究第 28 号』70-80 頁、日本リハビリテーション医学会障
害保健福祉委員会（2002）「身体障害者福祉法による補装具交付の判定に関する調査」『リ








ション医学』21 巻 322-323 頁
14）安藤徳彦他（1977）「地域障害者の補装具サービス」『リハビリテーション医学』『リハビ
リテーション医学』14 巻１号 5-6 頁、清宮清美他（2006）「在宅身体障害者の補装具（車















7605 件、装具 44946 件、座位保持装置 9703 件、電動車椅子 3028 件、補聴器 41972 件、








25）S 県「身体障害者更生相談所・知的障害者更生相談所利用の手引き」（平成 21 年４月、平
成 22 年４月一部改正） の 1 － 18 頁











第 13 巻 pp269-273
30）厚生労働大臣官房統計情報部編『社会福祉行政業務報告』によれば、車椅子の新規交付が
1999 年は 70,699 件、2000 年度は 31,212 件である。
31）11）の日本リハビリテーション医学会障害保健福祉委員会（2002）と同じ
32）「補装具給付事務取扱要領」、厚生省社会局（昭和 46 年）『新福祉事務所運営指針』全国社
会福祉協議会、179-201 頁
